
Ⅳ 統計調査活動史

当研究所に統計調査を専門とする組織が設けら

れたのは,昭和38年 (1963年)2月のことである｡

この時に新設された統計調査室は,昭和39年4月

に統計部に改組され,さらに,昭和62年4月には

名称が統計調査部に変えられた｡統計調査に関わ

る予算面での基本的な枠組みは,情報機械検索事

業費 (昭和39年),統計事業費 (昭和40年),電子計

算機事業費 (昭和43年)によって固まったといえ

るが,さらに,人口統計時系列整備事業(昭和46年),

最終需要表作成事業 (昭和47年),国際投入産出プ

ロジェクト(昭和49年),経済構造予測事業 (昭和

56年),景気予測事業 (昭和59年),アジア国際産

業連関表作成事業 (昭和62年)が順次加わったこ

とによって,調査の深化が図られた｡

rアジア経済研究所20年の歩みJ(昭和55年10月)

は,創設時から20年間の統計調査活動の内容を次

のように要約している｡

①発展途上国の統計資料の収集を図り,所内外

の利用に供すること｡

②その正確さについて,とかく問題ありとされ

ている発展途上国の統計について,統計評価

と利用のための情報を整理すること｡

③さらに進んで,発展途上国側の統計作成,例

えば産業連関表 (投入産出表)の推計などの

場面で国際協力を行い,統計の質的向上と量

的な拡大を期待すること｡

@この過程で,より正確な統計情報の入手とよ

り密度の濃いデータ利用ができるよう,現地

側との組織的人的な交流を図ること｡

⑤電子計算機に関連する分野では,まず第 1に,

統計データの電子計算機による処理と提供を

行うこと｡さらに,同じく,機械による文献

情報捷供システムの準備と試行を行うこと｡

その後の現在に至る10年間の活動内容も概ねこ

の流れに沿うものであるが,昭和62年に部の名前

に ｢調査｣が付されたことは,当部の事業展開が,

統計資料の収集,整備,評価から,統計解析,さ

らにモデルによる経済予測まで含むこととなった

実態に合わせた改称であった｡以下,この点を含

めて,主に昭和55年度以降,現在に至る10年間の

統計調査活動の歩みを事業分野別に振 り返ること

とする｡

(1)統計資料の収集 ･整備と閲覧サービ

ス

0蔵書数の現状

統計調査部は創設以来,発展途上国が発表する

統計資料の組織的な収集を続けてきた｡その後,

収集対象は,発展途上国のものから国際株関,さ

らに,ソ連 ･東欧の資料にまで拡大され,平成2

年 3月末現在,9,597タイ トル,84,449冊の統計

書を保管するに至っている｡蔵書の地域別分布は

図のとおりであり,アジアが最も多い｡

①収集方法

資料収集の方法としては,各国の統計作成機関

との資料交換を中心とし,さらに書店を通じる購
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0統計調査部蔵書構成0

地域別蔵書比率

入,現地出張収集によって補完してきた｡交換と

して当部より提供する資料は,英文表記の含まれ

る蔵書カタログ r発展途上諸国の統計資料目録J

(昭和42年度初版),｢統計資料シリーズ｣(昭和46年

度初発行)等である｡資料交換の相手機関は,栄

展途上国484機関 (118カ国),先進国10横関 (6カ

国),国際機関等39機関に及ぶ｡資料交換方式の

利点は書店に出回らない,あるいは出回っても部

数が限られていて入手が困難な資料を確保できる

こと,最新資料情報を相手機関より得られること

にある｡ちなみに,当部の所蔵する資料のうち,

冊数の55%,タイトル数の57%は国際交換で入手

したものである｡

①閲覧サービス

当部の資料は,国別,分野別の整理を行った上,

一般の閲覧に供している｡平成元年度アジ研外か

らの閲覧者数は,914名であった｡閲覧スペース

が非常に狭いため,これ以上の大幅な利用者数の

増大は現状では困難である｡

当部の調査によれば,過去 3年間に閲覧された

頻度の高い統計は,｢ASEAN,アジアNIES諸国

の国民所得,貿易,工業に関する最新統計｣であ

主題別蔵書比率

るが,閲覧者の種類による違いもあり,研究者や

公務員が求める統計の種類と対象地域は企業人と

比べて,より多岐にわたる｡

(2) 機械情報検索

電子計算機による統計処理および情報検索のシ

ステム化に関する研究は早 くも昭和36年に始ま

り,昭和39年度に電子検索課が設けられた時から

活動は本格化 した｡

昭和43年11月にはIBM360/40が導入された｡

その後,システムは順次強化拡充され,平成 2年

9月にはIBM4381R91(32MB)が導入される｡

平成 2年 8月現在,端末機を11台,パソコンを52

台保有している｡パソコンのうち29台はホス ト･

コンピューターに接続している｡

データベースとしては,国連貿易統計等,他機

関の作成するもののほか,ASEAN国際産業連関

表など当研究所で作成 したものがある｡データ

ベースは,国コー ドの統一等の処理をしており,

比較的容易に検索 しうるシステム (AIDXシステ

ム)が開発されているが,特に利用頻度の高い貿

易統計については,さらに簡便にオンライン検索
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ができる AIDXTシステムを開発 した (昭和59年

皮)｡この結果,一般利用者は電算機専門家の手

を煩わすことなく,特定国の貿易統計を,商品別,

相手国別,該当年別に検索し,加工計算,作衷を

行うことが可能となっている｡

(3) 統計の評価と加工,分析

当部の活動を振 り返ると,統計資料の収集,秤

価の一つの戦略的方法として,最終的には国際産

業連関表の作成によって諸統計の一貫性を評価す

るという方法が一つの重要な柱として生き続けて

きたことを指摘できよう｡歴史的に見れば,国際

産業連関表作成のための基礎となる貿易統計,坐

産統計等の収集,整備,評価,分析が当部の業務

の一つの流れとなっている｡もう一つの流れは,

このような経済統計とならんで最も基礎的な統計

である人口統計の収集,整備,評価,分析である｡

以下において,特に当部が力を入れてきた貿易統

計,人口統計に関する業務,および国際産業連関

表作成事業,さらに,業務分野を広げて開始され

た経済構造予測事業,景気予測事業のそれぞれに

ついて,この10年間の活動の大要を記すこととし

たい｡

0貿易統計

各国および国連,OECD等の作成する貿易統計

の収集,整備等の作業が毎年続けられてきたこと

は既に述べたとおりであるが,この中には,中国

貿易統計に関する資料が含まれている｡中国は,

1950年代後半に社会経済統計の公表を中止 した｡

当部は,中国の貿易相手国の発表した対中貿易統

計を基礎として逆推計することによって中国貿易

統計 (相手国別,商品別)を推計 し,1964年版以降

1978年版まで, 1年おきに刊行 してきた｡中国政

市が貿易統計の公表を1981年版以降再開したこと

から,当部の推計作業は中止したが,改めて公表

された数字と比較して当部の推計がかなり妥当な

ものであったことが判明している｡また,ソ連,

東欧諸国の貿易統計の整理と,コメコンの貿易分

類体系と国連の貿易分類体系とを照応する試みも

行ってきた｡

国連の国際貿易商品分類は,現在までに2度に

わたって大きな変更を行っている｡変更に伴う商

品分類の対照 ･接合作業も当部が長らく手がけて

きたものである｡この作業から生まれた成果の一

つとしては,国連標準国際貿易分類 (改訂第2版)

の例示品目の和英対照表 (全3巻)がある｡なお,

近年,国連は商品分類を大きく変え,ハ-モナイ

ズ ド･システムにもとづ くものを導入 した (改訂

第3版)｡このため,1987年までの統計 と1988年

以降の統計との商品分類上の接合が非常に困難に

なっている｡

0人口統計

人口統計に関し,この10年間に発刊 した報告書

は約16点にのぼる｡｢アジア人ロの総合研究｣(大

友薦主査)は,昭和54-56年度の 3カ年で,西南

アジア,東南アジアを対象に人口に関する諸テー

マについて総合的な実証研究を実施 したもので,

成果は,rアジア諸国の人口構造と労働力｣(研究

参考資料No.287,1980),rアジア諸国の人口動態｣

(研究双替 No310,1982),rアジア諸国の人口都

市化J (同No.321,1984),として刊行された.さ

らに,昭和57年度からは,3カ年計画で,｢発展

途上国における人口構造と国内人口分布の将来予

測｣研究会 (大友主査)を発足させた｡r発展途上

国人口の将来動向 :構造と動態J(SOSNo.46,1985)
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は,その成果の一部である.その後 も,国連,

wHO等のデータベースを材料とする人口再生産

構造の研究のほか,都市への人口移動に関する研

究 (r発展途上国における都市人口規模の分布J

くSDSNo.52,1989),r年齢別人口移動統計と移動

パターン :日本 ･韓国 ･タイにおけるロジャース

モデルの適用J(SDSNo54,1990)),さらに,中

国人口の変動要因に関する分析 (r中国の人口統

計｣くSDSNo55,1990))などを進めてきた｡

t)産業連関表作成事業

発展途上国統計の中では比較的よく整備されて

いる貿易統計と国内生産統計から国内供給量を推

計 し,別途推計 した需要量とを突き合わせる物量

バランス研究,これをふまえた最終需要表の測定

という作業は,昭和30年代末から開始されたが,

これらの作業を基礎として,昭和49年度から ｢国

際投入産出プロジェクト｣が発足 した｡東南アジ

ア地域で未だ産業連関表の本格的推計の経験のな

いインドネシア,シンガポールおよびタイについ

ては,現地統計機関との協力と統計部職員の現地

駐在により,順次国内産業連関表の推計を行った｡

この間,並行 して日韓表,日比表等の二国間表の

作成を手がけ,昭和52年度からは新たに ｢ASEAN

諸国を中心とする多国間表作成｣を開始 したoそ

の成果 として,ASEAN諸国,韓国,日本,米国

とを連結 した r1975年 ASEAN国際産業連関表J

(SDSNo.39,1982)を刊行 した｡さらに,昭和62

年度から, 5カ年計画で,｢1985年アジア国際産

業連関表｣を作成する事業に着手 した｡この事業

では,新たに国別,品目別の輸入品投入調査を加

え,ブルネイを除くASEAN5カ国,韓国,中国,

台湾,米国,日本および香港を連結させるもので

ある｡各国の関係機関と共同で作業を進めている

のは前回と同様である｡特に,共同作業を既に行っ

ていた機関とは,人的にも組織的にも密接なつな

がりを確立 しており,今回の事業の円滑な進行に

大いに役立っている｡

0経済構造予測事業

昭和56年度から4カ年計画で発足させた ｢経済

構造予測事業｣は,ASEAN諸国を中心に国別マ

クロモデル,貿易モデルからなる国際リンクモデ

ルを推計 し,各国経済および諸国間の相互依存関

係を定量的に分析 し,さらに将来予測をするもの

である｡モデル開発には,各国の大学,官庁等の

協力を得た｡この事業の最終成果は,昭和59年度

に rEconometricLinkSystemforASEAN:Final

ReportJ(2巻)として刊行 している｡昭和60年度

以降,この事業では,モデルの更新と分析,国別

マクロモデルによる予測を定期的に継続 してい

る｡昭和62年度以降,毎年12月の予測値発表につ

いては,新聞記者発表の形式をとっている｡予測

作業は,対象国のマクロ経済全体の動きを常時観

察するとともに,世界経済の状況をも見ながら適

切な外生条件を与えるという作業を伴 うという意

味で,当部がそれまで行ってきた統計評価,分析

を数段拡張させた作業といえよう｡

なお,昭和62年度より3カ年計画で,｢日中経

済リンクモデル研究会｣を組織 し,日中両国のマ

クロモデルの開発,貿易 リンク,両国の経済連関

の分析を実施 した｡中国側の協力機関は国家情報

センターであった｡

t)景気予測事業

昭和59年度に,4カ年計画で景気予測事業が始

まった｡この事業は,景気指標 (ディフュージョン･

インデックス)の作成およびビジネス調査の手法
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により,アジア諸国の短期景気循環を識別,予測

しようとするものである｡対象国は韓国,タイ,

シンガポール,インドネシア,インド,フィリピ

ン,マレーシアの7カ国である｡指標の開発,ど

ジネス調査,関連データベースの構築は,各国の

機関と共同で実施 した｡成果は昭和61年度より,

年4回発表するとともに,関連する理論的な問題

を検討 した英文の報告書, rBusinessCyclesin

FIVeASEANCountriesJ を,昭和63年度 と平成

元年度の2回にわたって刊行 している｡この事業

ち,アジアで初めての景気指標の作成という点で

多方面から関心を集めているOまた,共同で各国

の指標開発が行われたことから,ほとんどの国で,

現地機関自身が独自の予算で景気指標の作成を続

けていく体制ができるに至った｡なお,坂井秀吉

･′ト島末夫共編 r香港 台湾の経済変動J (研究双

昏 No374,1988)は,炭気予測事業の対象となっ

ていない香港と台湾の景気変動について,別途,

検討 したものである｡

(4) おわりに

当部の課長,部長を長年務められた山崎茂前理

事は,昭和63年に,日本の統計界で最も権威ある

｢大内賞｣を受賞された｡このことは,氏の統計

調査に関する地道な活動とその指導力が高 く評価

されたものであるが,間接的に当部のこれまでの

活動に対 して積極的な励ましを与えられたものと

考える｡

(文辞 森 健)
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